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日本国大使館は、アメリカ合衆国国務省に対し、敬意を表するとともに、宇宙開発事業団と契約を結んでい

る日本の企業が、Ｎ改Ｉロケットの開発のために、合衆国の企業から輸入を希望する機器及び関連技術に関し、

日本国政府に代って次のステートメントを発出する光栄を有します。 

１ Ｎ改Ｉロケットの開発のために、日本国に移転された機器または技術もしくはその双方は、日本国の関

連法律、規則及び行政手続きに従って、平和目的に限り宇宙の開発及び利用の促進に寄与するために１９

６９年の法律第５０号により設立された宇宙開発事業団による人工衛星の打上げのためのみに使用され

る。 

２ 日本国政府は、「月その他の天体を含む宇宙空間の探査及び利用における国家活動を律する原則に関す

る条約」の当事国であり、当条約の諸条項に適合する義務を負っており、なかんずく、その当事国は、月

その他の天体を平和目的のみに利用し、核兵器もしくは他の種類の大量破壊兵器を宇宙空間に設置しない

ことを約束している。  

３ 日本国政府は、Ｎ改Ｉロケットによって打ち上げられる通信衛星は、専ら、「国際電気通信衛星機構（イ

ンテルサット）に関する協定」の義務及び目的と両立するような方法で設定し、または使用する。  

４ 日本国政府は、日本国の関連法律、規則及び行政手続きに従って、日本国と合衆国両政府の間の事前の

合意なくして、Ｎ改Ｉロケットの開発のため、日本国に移転された機器または技術もしくはその双方がい

かなる第三国へも移転されず、専ら、日本の宇宙計画の打上げプロジェクトに使用されるよう取り計らう。  

 

日本国大使館は、以上を申し進めるに際し、ここに重ねて国務省に向って敬意を表します。


